
 

 

市第 148 号議案 平成 28 年度横浜市一般会計補正予算(第４号)(関係部分) 

市第 155 号議案 平成 28 年度横浜市公共事業用地費会計補正予算(第１号) 

市第 156 号議案 平成 28 年度横浜市市債金会計補正予算(第１号) 

 

平成２８年度２月補正予算案の概要 
 
  28 年度２月補正では、国の第２次補正等を活用し、市立学校の外壁等の落下防止対策や 

 トイレの洋式化を進めるほか、児童福祉施設の防犯対策や、保育士等の処遇改善等を進め

ます。あわせて、事業の執行見込み等にあわせた整理補正等を行います。 
 

【歳入歳出予算補正】 
    一般会計            ９８事業       21,933 百万円 

                 
     特別会計            ７会計    ▲ 1,255百万円 

                 
     企業会計            １会計      2,529百万円 

                  
     全会計総計                        23,206百万円 

 

【債務負担行為補正】 
     予算外義務負担の変更       ５件（一般会計４件、特別会計１件）  
   

【繰越明許費補正】 
   一般会計               ４３件 
   特別会計                ７件 

 
 

※各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しない場合があります。 
※事業数については各項目で重複する事業があるため一致しません。 

 ※網掛け部分が当局所管 

 

１．一般会計の歳入予算補正 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 2 9 年 ２ 月 2 0 日 
政策・総務・財政委員会 
配 付 資 料 
財 政 局 

（１） 市税                       5,243百万円【当局所管】 

予算議案２ページ 予算説明書 47～49ページ 

  ※２ページ 資料１ 参照 

 

（２） 県税交付金                                93百万円【当局所管】 

予算議案２・３ページ 予算説明書 49・50ページ 

   ※２ページ 資料１ 参照 

 

（３） 国有提供施設等所在市町村助成交付金        ▲33百万円【当局所管】 
（交付見込額にあわせ補正） 

予算議案３ページ 予算説明書 50ページ 

 

（４） 地方特例交付金                  180百万円【当局所管】 
（交付見込額にあわせ補正） 

予算議案３ページ 予算説明書 51ページ 
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〈市税〉
（単位：百万円、％）

２月補正時 今回 ２月補正後

税目 収入見込額 補正額 予算額

Ａ 伸び率 Ｂ 伸び率 Ｃ（Ｂ-A） Ｄ（Ａ＋Ｃ）

(715 ,921) (▲ 0.4) (3 ,265)

713,943 ▲ 0.7 719,186 0.0 5 ,243

56,290 ▲ 6.9 54,101 ▲ 10.5 ▲ 2,189 54,101

(265,995) (0.6) (1,447)

264,017 ▲ 0.2 267,442 1.1 3,425

軽 自 動 車 税 2,446 19.2 2,641 28.7 195 2,641

市 た ば こ 税 22,147 ▲ 4.7 22,534 ▲ 3.1 387 22,534

特別土地保有税 2 ▲ 95.7 9 ▲ 80.9 7 9

入    湯    税 84 ▲ 2.3 85 ▲ 1.2 1 85

事  業  所  税 17,721 ▲ 0.4 17,962 1.0 241 17,962

都 市 計 画 税 56,892 1.2 56,908 1.2 16 56,908

注１　伸び率は27年度決算額対比 　
注２　市税合計と固定資産税欄の上段（）は、補正予算の財源として留保した2,000百万円のうち、

　　　 28年度５月補正で活用した22百万円の残額1,978百万円を含んだ数値

〈県税交付金〉
（単位：百万円、％）

当初予算額 ２月補正時 今回 ２月補正後

税目 収入見込額 補正額 予算額

Ａ 伸び率 Ｂ 伸び率 Ｃ（Ｂ-A） Ｄ（Ａ＋Ｃ）

83,290 ▲ 8.6 83,383 ▲ 8.5 93 83,383

利子割交付金 309 ▲ 72.7 350 ▲ 69.1 41 350

配当割交付金 6,837 55.7 4,295 ▲ 2.2 ▲ 2,542 4,295

2,468 ▲ 47.8 3,738 ▲ 21.0 1,270 3,738

地方消費税交付金 60,070 ▲ 9.8 60,749 ▲ 8.8 679 60,749

140 0.7 138 ▲ 0.7 ▲ 2 138

2,603 ▲ 12.7 2,944 ▲ 1.3 341 2,944

軽油引取税交付金 10,863 ▲ 2.8 11,169 ▲ 0.1 306 11,169

注　伸び率は27年度決算額対比

自動車取得税交付金

固 定 資 産 税 267,442

県税交付金合計

株式等譲渡所得割
交付金

ゴルフ場利用税交付金

▲ 0.1 297,504 1.0 3,160 297,504

　法　人　分

▲ 1.2 351,605 ▲ 1.0 971 351,605

　個　人　分 294,344

平成28年度 市税・県税交付金 収入見込額及び予算額

現計予算額

市  税  合  計 719,186

市    民    税 350,634

資料 １
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 （６） 分担金及び負担金                  1,535百万円 

    （総務費負担金等を収入見込額にあわせ補正） 
 

（７） 国庫支出金                    2,678百万円 

    （こども青少年費国庫負担金等を収入見込額にあわせ補正） 
 

 （８） 県支出金                      894百万円 
    （こども青少年費県負担金等を収入見込額にあわせ補正） 

 

 （９） 財産収入                      13,923百万円 

 

 

 

 

 

    （上記のほか、土地売払収入（港湾局）を収入見込額にあわせ補正） 
 

 （10） 寄附金                        ▲165百万円 

    （スポーツ施設解体事業寄附金を収入見込額にあわせ補正） 
 

 （11） 繰入金                      ▲6,642百万円 

 

 

 

 

    （上記のほか、学校給食費調整基金繰入金を収入見込額にあわせ補正） 
 

 

 

 

 

 （13） 諸収入                      ▲2,322百万円 

 

 

 

 

    （上記のほか、健康福祉費雑入等を収入見込額にあわせ補正） 
  

（14） 市債                        2,783百万円 

 

 

 

 

 

 

 

    （上記のほか、総務債等を執行状況にあわせ補正） 

（５） 地方交付税                    1,923百万円【当局所管】 
    （交付見込額にあわせ補正） 

    ※普通交付税の現計予算額（16,000 百万円）と最終交付見込額（17,923百万円）の 

差額を補正              予算議案３ページ 予算説明書 51ページ 

     うち当局所管分 

    □減債基金繰入金                ▲6,887百万円 

※４ページ 資料２ 参照     予算議案３・４ページ 予算説明書 55・56ページ 

（12） 繰越金                        1,843百万円【当局所管】 
     （平成 27年度決算剰余金<6,044百万円>の２分の１にあたる前年度繰越金 

<3,022百万円>のうち、12月補正までに活用した<1,179 百万円>の残額<1,843百万円> 

を財源として活用）           予算議案４ページ 予算説明書 56ページ 

     うち当局所管分 

    □延滞金                     ▲860百万円 

（市税延滞金を収入見込額にあわせ補正） 予算議案４ページ 予算説明書 56ページ 

     うち当局所管分 

    □高速鉄道事業会計繰出金充当債          1,539百万円 
（建設改良費にかかる一般会計繰出金の増額にあわせ補正） 

□臨時財政対策債                ▲1,026百万円 
（発行可能額の決定にあわせ補正） 

予算議案４ページ 予算説明書 57～59ページ 

     うち当局所管分 

    □土地売払収入                 13,857百万円 

□土地貸付収入                    10百万円 

※４ページ 資料２ 参照         予算議案３ページ 予算説明書 55ページ 
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財産収入及び繰入金等の補正内容 

（第三セクター等改革推進債公債費の財源更正等） 

 

■表１ ＜28年度第三セクター等改革推進債公債費の財源等の内訳＞      （単位:百万円） 

区  分 
当初予算額 

Ａ 

２月補正時 

見込額 Ｂ 

今回補正額 

Ｃ（Ｂ－Ａ） 
 

元 金 6,499 13,494 6,995  

  市債償還元金 3,832 10,806 6,974  

  うち通常償還分 3,832 3,832 －  

  うち繰上償還分 － 6,974 6,974  

  減債基金積立金 2,667 2,688 21  

利 子 454 438 △16  

公債諸費 1 2 1  

合 計 6,954 13,934 6,980  

  

財

源 

土地売払収入（財産収入） － 13,857 13,857  

  土地貸付収入（財産収入） 67 77 10  

 
減債基金繰入金 6,887 － △6,887  

 注１ 主な土地売払収入の内訳 

・みなとみらい 21地区 54 街区の土地売払収入 売払予定価格：10,774百万円 

※参考 簿価：17,507百万円（うち土地開発公社が取得した価格：10,972百万円） 

・みなとみらい 21地区 56-1街区の土地売払収入 売払予定価格：3,061百万円 

※参考 簿価：3,458百万円（うち土地開発公社が取得した価格：3,419百万円） 

  注２ 第三セクター等改革推進債における繰上償還の全体額 

      27年度に減債基金積立金へ積立を行った 226百万円と今回補正額のうち繰上償還分 

6,974百万円を合わせ、市債金会計において繰上償還（7,200 百万円）を実施します。 

 

■表２ ＜第三セクター等改革推進債の残高見込み＞ 

27年度末残高 28年度中償還見込額 28年度末残高見込 

129,535 百万円 11,032 百万円 118,503 百万円 

  

資料２ 

２ 

３ 

１ 

Ｐ3 財産収入 

Ｐ6 公債費 

Ｐ3 繰入金 
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２．一般会計の歳出予算補正 
 
（１）国の第２次補正等を踏まえた補正            ６事業  8,884百万円 
 

 ■学校特別営繕費                                       6,310 百万円 

 ＜外壁等の落下防止対策やトイレの洋式化、特別教室への空調設備の設置等を実施＞ 

■工業技術支援センター事業                          32百万円 

＜横浜市工業技術支援センターへ新たに試験分析機器を導入＞ 

■児童福祉施設防犯対策強化事業                        21百万円 

＜防犯カメラの設置など児童養護施設等が行う防犯対策の強化にかかる補助等を実施＞ 

■施設型給付費                               875百万円 

＜28年度人事院勧告を反映し、保育士等の処遇改善（＋1.3％）を実施＞ 

■保育・教育施設向上支援費                         107百万円 

＜28年度人事院勧告を反映し、保育士等の処遇改善（＋1.3％）を実施＞ 

■高速鉄道事業会計繰出金                    1,539百万円【当局所管】 

＜建設改良費の国庫補助事業の認証増等に伴う一般会計繰出金の増額＞ 

予算議案６・７ページ 予算説明書 73・74ページ 

 

 

（２）事業の執行見込等にあわせた整理補正                97 事業 13,049 百万円 
 
ア 事業費の増額補正                                      24事業 30,159百万円 
 

■償還金・還付加算金                               1,788百万円【当局所管】 

＜還付額の増に伴う増額＞ 
予算議案５ページ 予算説明書 61ページ 

■社会保障・税番号制度対応事業                          281百万円 

＜国庫補助事業の認証増に伴う増額＞ 
■施設型給付費                                                           6,229百万円 

＜公定価格の単価増及び国庫負担金等の精算等に伴う増額＞ 
■保育・教育施設向上支援費                                                     2,235百万円 

＜公定価格の単価増等に伴う増額＞ 
■児童福祉施設措置費                              371百万円 

＜公定価格の単価増等に伴う増額＞ 
■障害児通所支援事業                                                  1,375百万円 

＜利用回数の増等に伴う増額＞ 
■社会福祉基金積立金                              154百万円 

＜寄附金の積立に伴う増額＞ 
■臨時福祉給付金給付事業                            192百万円 

＜国庫補助金の返還に伴う増額＞ 
■障害者支援施設等自立支援給付費                         1,359百万円 

＜利用者数の増等に伴う増額＞ 
■扶助事務費                                    83百万円 

＜生活保護費の国庫負担金等の精算に伴う増額等＞ 

■生活保護費                                   810百万円 

＜医療扶助費の増等に伴う増額＞ 
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■みどり基金積立金                                                      35百万円 

 ＜27 年度の横浜みどり税決算額確定に伴う積立金の増額＞ 
■東神奈川一丁目地区市街地再開発事業                                            152 百万円 
＜国庫補助事業の認証増に伴う増額＞ 
■新山下緑地一部法面保全整備事業                                         127百万円 

 ＜追加工事の実施に伴う増額＞ 
■土木関係修繕費（港湾施設維持費）                            158百万円 

 ＜国庫補助事業の認証増に伴う増額＞ 
■本牧ふ頭再整備事業                                   311百万円 

 ＜国庫補助事業の認証増に伴う増額等＞ 
■就学奨励費                                        78百万円 

 ＜認定者数の増等に伴う増額＞ 
■準要保護児童学校給食費                                                       65百万円 

 ＜認定者数の増に伴う増額＞ 
■学校給食費調整基金積立金                                                 84百万円 

 ＜27 年度の学校給食費決算額確定に伴う積立金の増額＞ 

■学校給食物資購入費                                                         245百万円 

 ＜物価高騰による食材購入費の増に伴う増額＞ 
■第三セクター等改革推進債公債費                        6,980百万円 

 ＜土地開発公社引継土地の売却に伴う繰上償還及び財源更正等＞ 
予算議案６ページ 予算説明書 72・73ページ 

  ※４ページ 資料２ 参照 

■国民健康保険事業費会計繰出金                                1,600百万円 

 ＜保険給付費の国普通調整交付金の減に伴う一般会計繰出金の増額＞ 
■介護保険事業費会計繰出金                                      48百万円 

 ＜要介護認定等事務費の増に伴う一般会計繰出金の増額＞ 
■財政調整基金積立金                                     5,400百万円 
＜事業の効率的・効果的な執行に伴う財源の積立＞ 

予算議案５ページ 予算説明書 61ページ 
 

 

イ 事業費の減額補正等                   73事業 ▲ 17,111百万円 
 

■市立大学金沢八景キャンパスの耐震性等向上整備事業             ▲ 178百万円 

＜工事費等の減に伴う減額＞ 
■電子申告システム等運用事業                             ▲ 122百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
予算議案５ページ 予算説明書 61・62ページ 

■特別徴収センター・償却資産センター運営事業                 ▲ 18百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
予算議案５ページ 予算説明書 61・62ページ 
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■スポーツ施設管理運営費                                        ▲ 317百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 
■プール施設耐震対策事業                                    ▲ 8百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 

■南区総合庁舎整備事業                                    ▲ 22百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 
■港南区総合庁舎整備事業                                    ▲ 1,115百万円 

＜工事費の減に伴う減額等＞ 
■企業立地促進条例による助成事業                                        ▲ 169百万円 

＜助成金の減に伴う減額＞ 

■民間児童福祉施設償還金助成事業                                          ▲ 40百万円 

＜償還金助成額の減に伴う減額＞ 
■障害者グループホームＢ型設置運営助成事業                       ▲ 209百万円 

＜スプリンクラー設置費補助金の減に伴う減額＞ 
■在宅障害児・者短期入所事業                                            ▲ 130百万円 

＜自立支援給付費の減に伴う減額＞ 

■自立生活移行支援助成事業                                            ▲ 130百万円 

＜支援助成費の減に伴う減額＞ 
■高齢者ホームヘルプ事業                                              ▲ 41百万円 

＜在宅生活支援ホームヘルプ委託料の減に伴う減額＞ 

■民間障害者施設耐震対策事業                                        ▲ 27百万円 

＜整備費補助金等の減に伴う減額＞ 
■特別養護老人ホーム整備事業                                  ▲ 26百万円 

＜償還金助成額の減に伴う減額＞ 
■社会福祉施設等償還金助成事業                               ▲ 34百万円 

＜償還金助成額の減に伴う減額＞ 
■定期予防接種事業                                      ▲ 189百万円 

＜被接種者数の減に伴う減額＞ 
■高齢者インフルエンザ予防接種事業                           ▲ 283百万円 

＜被接種者数の減に伴う減額＞ 
■がん検診事業                                      ▲ 60百万円 

＜郵送費の減に伴う減額＞ 
■横浜市医師会立看護専門学校再整備事業                                 ▲ 275百万円 

＜整備費補助金の減に伴う減額等＞ 
■南本牧廃棄物最終処分場第２ブロック延命化事業                   ▲ 253百万円 

＜工事費の減に伴う減額等＞ 
■借上公営住宅借上費                                              ▲ 34百万円 

＜システム改修補助金等の減に伴う減額＞ 
■市営住宅直接管理費                                                ▲ 36百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
■市営住宅整備事業                                          ▲ 27百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
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■高齢者向け優良賃貸住宅事業                        ▲ 71百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■二俣川駅南口地区市街地再開発事業                    ▲ 367百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■大船駅北第二地区市街地再開発事業                              ▲ 65百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■瀬谷駅南口第１地区市街地再開発事業                    ▲ 30百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■泉ゆめが丘地区土地区画整理事業                      ▲ 94百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■新綱島駅周辺地区土地区画整理事業・市街地再開発事業            ▲ 182百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■関内・関外地区活性化推進事業                                     ▲ 109百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 

■エキサイトよこはま 22推進事業                                          ▲ 22百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額等＞ 

■横浜駅きた西口鶴屋地区市街地再開発事業                               ▲ 18百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■東高島駅北地区開発事業                                               ▲ 70百万円 

＜事業進捗にあわせた減額＞ 

■道路特別整備費                                                  ▲ 550百万円 

＜国庫補助事業の認証減等に伴う減額等＞ 

■街路整備費                                              ▲ 237 百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額等＞ 

■道路費負担金                                                 ▲ 3,929百万円 

＜国直轄事業費の減に伴う減額等＞ 
■河川整備費                                                       ▲ 310百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額等＞ 

■ロジスティクスパーク基盤整備事業                               ▲ 250百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 

■南本牧ふ頭連絡臨港道路整備事業                                         ▲ 530百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 

■新港９号客船バース等整備事業                                        ▲ 370百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 

■港湾整備費負担金                                               ▲ 505百万円 

＜国直轄事業費の減に伴う減額＞ 
■指令運営費                                                     ▲ 25百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 

■消防庁舎建設費                                                       ▲ 50百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 
■消防・救急デジタル無線整備費                                         ▲ 184百万円 

＜工事費の減に伴う減額＞ 
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■県費負担教職員の市費移管準備事業                                     ▲ 140百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
■スクールバス運行費                                                    ▲ 40百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
■学校用地購入費                                               ▲ 218百万円 

＜用地取得費の減に伴う減額＞ 
■中高一貫教育校推進事業                                                ▲ 25百万円 

＜委託料の減に伴う減額＞ 
■学校特別営繕費                                               ▲ 1,382百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額等＞ 
■公債費                                             ▲ 2,680百万円 

＜利子の減等に伴う減額＞ 
予算議案６ページ 予算説明書 72・73ページ 

 【参考】公債費補正の内訳                       （単位：百万円） 

  ※４ページ 資料２ 参照 

■後期高齢者医療事業費会計繰出金                                      ▲ 384百万円 

＜広域連合負担金等の減に伴う一般会計繰出金の減額＞ 

■市街地開発事業費会計繰出金（金沢八景駅東口地区土地区画整理事業）      ▲ 320百万円 

＜市街地開発事業費における国庫補助事業の認証減に伴う一般会計繰出金の減額＞ 
■市街地開発事業費会計繰出金  

（二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１期地区土地区画整理事業）       ▲ 210 百万円 

＜市街地開発事業費における国庫補助事業の認証減に伴う一般会計繰出金の減額＞ 
 
※このほか、地域防災拠点機能強化事業など、総数 19事業について財源更正を実施 

  ＊「資料３ 28年度２月補正について《歳入歳出予算、債務負担行為：総括表》」に事業別を掲載 

 

 

項目 事業費 
財産収入 

減債基金繰入金 一般財源 
土地売払収入 土地貸付収入 

市債（第三セクター等 

改革推進債除く）公債費 
▲2,680 － － － ▲2,680 

第三セクター等改革推

進債公債費【再掲】※ 
6,980 13,857 10 ▲6,887 － 

公債費 合計 4,300 13,857 10 ▲6,887 ▲2,680 
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３．特別会計の歳入歳出予算補正 
 
（１）事業の執行見込等にあわせた整理補正         ７会計 ▲ 1,255百万円 
 

■介護保険事業費会計                           1,244百万円 

＜介護保険給付費準備基金への積立等に伴う増額＞ 
■後期高齢者医療事業費会計                        ▲ 113百万円 

＜広域連合負担金等の減に伴う減額＞ 

■港湾整備事業費会計                          ▲ 6,652百万円 

＜補償費等の減に伴う減額＞ 
■市街地開発事業費会計                          ▲ 531百万円 

＜国庫補助事業の認証減に伴う減額＞ 
■公共事業用地費会計                             158 百万円 

＜前年度繰越金の市債金会計への繰り出し等に伴う増額＞ 

予算議案 38・39ページ 予算説明書 95・96ページ 

■市債金会計                                 4,638 百万円 

＜第三セクター等改革推進債における繰上償還の実施等に伴う増額＞ 
予算議案 42・43ページ 予算説明書 99～101ページ 

※このほか、国民健康保険事業費会計について財源更正を実施 

 

 

４．企業会計の歳入歳出予算補正 
 
（１）国の第２次補正等を踏まえた補正             １会計 2,529百万円 
 

■高速鉄道事業会計                                                        2,529百万円 

＜さらなる耐震補強工事等の増に伴う増額＞ 
 
 

５．債務負担行為補正 
 
（１）一般会計 ４件 

   ア 予算外義務負担の変更を行うもの 
 

事 項 期 間 限度額 

横浜文化体育館の整備及び施設維持

管理等の実施に係る予算外義務負担 

平成 29年度から 

平成 50年度まで 

変更前 28,000 百万円 

変更後 32,000 百万円 

     

【変更理由】 

事業者の再公募実施に伴い、予算外義務負担を変更します。 
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事 項 期 間 限度額 

高速横浜環状北西線シールドトン

ネル工事に関する協定の締結に係

る予算外義務負担 

変更前 
平成 27年度から 

平成 30年度まで 
46,000 百万円 

変更後 
平成 27年度から 

平成 36年度まで 

高速横浜環状北西線設備工事に関

する協定の締結に係る予算外義務

負担 

変更前 
平成 29年度から 

平成 31年度まで 
26,000 百万円 

変更後 
平成 29年度から 

平成 36年度まで 

高速横浜環状北西線シールドトン

ネル工事請負契約の締結に係る予

算外義務負担 

変更前 
平成 28年度から 

平成 30年度まで 
44,000 百万円 

変更後 
平成 28年度から 

平成 31年度まで 
     

【変更理由】 

横浜環状北西線整備における契約変更等に伴い、予算外義務負担を変更します。 

 

（２）特別会計 １件 （港湾整備事業費会計） 

   ア 予算外義務負担の変更を行うもの 
 

事 項 期 間 限度額 

山下ふ頭再開発事業に伴う建物移

転補償契約の締結に係る予算外義

務負担 

変更前 
平成 29年度から 

平成 30年度まで 
4,700 百万円 

変更後 
平成 29年度から 

平成 31年度まで 
 

【変更理由】 

      関係者との調整に伴い、予算外義務負担を変更します。 

 

 

６．繰越明許費補正 ＊「資料４ 28年度２月補正について《繰越明許費：総括表》」に事業別を掲載 
 
（１）一般会計          明許設定額    29,247 百万円 

（地域防災拠点機能強化事業など、総数 43件について設定）  

 
（２）特別会計 

・港湾整備事業費会計       明許設定額      5,758 百万円 

（山下ふ頭再開発事業など、総数３件について設定） 

・市街地開発事業費会計    明許設定額        590百万円 

（金沢八景駅東口地区土地区画整理事業など、 

総数２件について設定） 

・みどり保全創造事業費会計 明許設定額          168百万円 

（市民協働による緑のまちづくり事業など、 

総数２件について設定） 

 

＜添付資料＞ 

 

○資料３ 28年度２月補正について《歳入歳出予算、債務負担行為：総括表》 

○資料４ 28年度２月補正について《繰越明許費：総括表》 
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28年度 ２月補正について 《歳入歳出予算、債務負担行為：総括表》
１　歳入歳出補正総括表

　（１）　国の第２次補正等を踏まえた補正 （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

32 32 0 0 0 0

875 424 225 0 0 225

107 0 0 0 0 107

21 13 0 0 0 9

6,310 1,795 0 0 4,328 187

1,539 0 0 0 1,539 0

8,884 2,264 225 0 5,867 528

　（２）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪増額分≫ （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

1,788 0 0 0 0 1,788

281 281 0 0 0 0

6,229 678 370 1,474 0 3,707

2,235 146 0 0 0 2,089

371 185 0 0 0 185

1,375 551 224 0 0 599

154 0 0 0 0 154

192 0 0 0 0 192

1,359 680 340 0 0 339

83 951 0 0 0 ▲ 868

810 608 0 0 0 203

経済 工業技術支援センター事業

高速鉄道事業会計繰出金

事業名

学校特別営繕費

一般会計

事業名

こども 施設型給付費

財政

教育

国の第２次補正等を踏まえた補正　小計

こども 保育・教育施設向上支援費

こども 児童福祉施設防犯対策強化事業

財政 償還金・還付加算金

社会保障・税番号制度対応事業

施設型給付費こども

市民

こども 保育・教育施設向上支援費

社会福祉基金積立金

児童福祉施設措置費

こども 障害児通所支援事業

こども

健福

健福 臨時福祉給付金給付事業

健福 扶助事務費

健福 障害者支援施設等自立支援給付費

健福 生活保護費

資料３ 
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　（２）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪増額分≫　つづき （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

35 0 0 0 0 35

152 76 0 0 75 1

127 0 0 0 0 127

158 53 0 0 0 105

311 111 0 0 200 1

78 0 0 0 0 78

65 0 0 0 0 65

84 0 0 0 0 84

245 0 0 245 0 0

6,980 0 0 6,980 0 0

1,600 0 0 0 0 1,600

48 0 0 0 0 48

5,400 0 0 0 0 5,400

30,159 4,320 934 8,700 275 15,931

　（３）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪減額分等≫ （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

▲ 178 0 0 ▲ 1 ▲ 177 0

▲ 122 0 0 0 0 ▲ 122

▲ 18 0 0 0 0 ▲ 18

▲ 317 0 0 ▲ 165 0 ▲ 152

▲ 8 0 0 0 ▲ 8 0

▲ 22 0 0 0 ▲ 22 0

▲ 1,115 0 0 0 ▲ 1,155 40

事業名

環創 みどり基金積立金

都整 東神奈川一丁目地区市街地再開発事業

港湾 土木関係修繕費（港湾施設維持費）

都整 新山下緑地一部法面保全整備事業

教育 就学奨励費

港湾 本牧ふ頭再整備事業

教育 学校給食費調整基金積立金

教育 準要保護児童学校給食費

財政 第三セクター等改革推進債公債費

教育 学校給食物資購入費

健福 介護保険事業費会計繰出金

健福 国民健康保険事業費会計繰出金

財政 財政調整基金積立金

増額分　小計

政策
市立大学金沢八景キャンパスの耐震性等向上
整備事業

事業名

電子申告システム等運用事業

スポーツ施設管理運営費

財政
特別徴収センター・償却資産センター運営事
業

市民

財政

市民 港南区総合庁舎整備事業

市民 南区総合庁舎整備事業

市民 プール施設耐震対策事業
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　（３）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪減額分等≫　つづき （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

▲ 169 0 0 0 0 ▲ 169

▲ 40 0 0 0 0 ▲ 40

▲ 209 ▲ 140 0 0 0 ▲ 70

▲ 130 ▲ 43 ▲ 22 0 0 ▲ 65

▲ 130 0 0 0 0 ▲ 130

▲ 41 0 0 0 0 ▲ 41

▲ 27 0 0 0 ▲ 19 ▲ 8

▲ 26 0 0 0 0 ▲ 26

▲ 34 0 0 0 0 ▲ 34

▲ 189 0 0 0 0 ▲ 189

▲ 283 0 0 0 0 ▲ 283

▲ 60 ▲ 5 0 0 0 ▲ 54

▲ 275 0 0 0 947 ▲ 1,222

▲ 253 102 0 0 0 ▲ 355

▲ 34 ▲ 11 0 0 0 ▲ 23

▲ 36 0 0 0 0 ▲ 36

▲ 27 ▲ 12 0 0 ▲ 14 ▲ 1

▲ 71 ▲ 37 0 0 0 ▲ 34

▲ 367 ▲ 288 0 0 ▲ 79 0

▲ 65 ▲ 65 0 0 0 0

▲ 30 ▲ 15 0 0 ▲ 14 ▲ 1

▲ 94 ▲ 80 0 0 ▲ 14 0

▲ 182 ▲ 99 0 0 ▲ 84 1

▲ 109 ▲ 26 0 0 0 ▲ 84

事業名

民間障害者施設耐震対策事業

高齢者ホームヘルプ事業

こども 民間児童福祉施設償還金助成事業

経済 企業立地促進条例による助成事業

健福

健福

健福 社会福祉施設等償還金助成事業

健福 特別養護老人ホーム整備事業

健福 障害者グループホームＢ型設置運営助成事業

健福

在宅障害児・者短期入所事業

健福 がん検診事業

高齢者インフルエンザ予防接種事業

健福 自立生活移行支援助成事業

健福 定期予防接種事業

健福

医療 横浜市医師会立看護専門学校再整備事業

建築 市営住宅整備事業

資源
南本牧廃棄物最終処分場第２ブロック延命化
事業

高齢者向け優良賃貸住宅事業

建築 借上公営住宅借上費

建築 市営住宅直接管理費

都整

建築

都整 瀬谷駅南口第１地区市街地再開発事業

都整 泉ゆめが丘地区土地区画整理事業

二俣川駅南口地区市街地再開発事業

関内・関外地区活性化推進事業

都整 大船駅北第二地区市街地再開発事業

都整
新綱島駅周辺地区土地区画整理事業・市街地
再開発事業

都整
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　（３）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪減額分等≫　つづき （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

▲ 22 13 0 0 ▲ 25 ▲ 10

▲ 18 ▲ 9 0 0 0 ▲ 9

▲ 70 0 0 0 0 ▲ 70

▲ 550 ▲ 320 3 ▲ 16 ▲ 141 ▲ 76

▲ 237 ▲ 802 112 600 ▲ 238 91

▲ 3,929 0 ▲ 120 0 ▲ 3,809 0

▲ 310 ▲ 142 ▲ 1 0 ▲ 168 1

▲ 250 ▲ 125 0 0 ▲ 125 0

▲ 530 ▲ 163 0 0 ▲ 163 ▲ 204

▲ 370 0 0 0 ▲ 370 0

▲ 505 0 0 0 ▲ 505 0

▲ 25 0 0 0 ▲ 17 ▲ 8

▲ 50 0 0 0 ▲ 49 ▲ 1

▲ 184 0 0 0 ▲ 185 1

▲ 140 0 0 0 0 ▲ 140

▲ 40 0 0 0 0 ▲ 40

▲ 218 0 0 0 ▲ 218 0

▲ 25 0 0 0 ▲ 25 0

▲ 1,382 ▲ 1,282 0 0 818 ▲ 918

▲ 2,680 0 0 0 0 ▲ 2,680

▲ 384 0 ▲ 206 0 0 ▲ 178

▲ 320 ▲ 176 0 0 ▲ 145 1

▲ 210 ▲ 123 0 0 ▲ 87 0

事業名

都整 エキサイトよこはま22推進事業

都整 東高島駅北地区開発事業

都整 横浜駅きた西口鶴屋地区市街地再開発事業

道路 街路整備費

道路 道路特別整備費

道路 河川整備費

道路 道路費負担金

港湾 ロジスティクスパーク基盤整備事業

港湾 新港９号客船バース等整備事業

港湾 港湾整備費負担金

港湾 南本牧ふ頭連絡臨港道路整備事業

消防 消防庁舎建設費

消防 指令運営費

消防 消防・救急デジタル無線整備費

スクールバス運行費

教育 県費負担教職員の市費移管準備事業

教育 学校用地購入費

教育

教育 学校特別営繕費

教育 中高一貫教育校推進事業

健福 後期高齢者医療事業費会計繰出金

財政 公債費

都整
市街地開発事業費会計繰出金
（金沢八景駅東口地区土地区画整理事業）

都整
市街地開発事業費会計繰出金
（二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１
期地区土地区画整理事業）
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　（３）　事業の執行見込等にあわせた整理補正　≪減額分等≫　つづき （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

0 0 0 0 11 ▲ 11

0 0 0 ▲ 860 0 860

0 ▲ 46 0 0 46 0

0 0 0 0 119 ▲ 119

0 0 0 0 ▲ 241 241

0 ▲ 13 0 0 14 ▲ 1

0 0 0 ▲ 622 0 622

0 0 0 0 2,500 ▲ 2,500

0 0 0 ▲ 106 0 106

0 0 0 ▲ 389 0 389

0 0 0 ▲ 83 0 83

0 0 0 ▲ 691 0 691

0 0 0 ▲ 93 0 93

0 0 0 0 998 ▲ 998

0 0 0 0 119 ▲ 119

0 0 0 0 ▲ 21 21

0 0 ▲ 31 0 ▲ 31 62

0 0 0 0 260 ▲ 260

0 0 0 0 ▲ 16 16

▲ 17,111 ▲ 3,906 ▲ 264 ▲ 2,426 ▲ 2,333 ▲ 8,181

13,049 414 670 6,273 ▲ 2,058 7,750

（単位：百万円）

補正額 国費 県費 その他 市債 一般財源

21,933 2,678 895 6,273 3,809 8,278

事業名

財政 税務職員人件費

総務 地域防災拠点機能強化事業

文化 旧関東財務局保全・耐震対策事業

こども 保育所等整備事業

こども 放課後キッズクラブ事業

健福 生活保護費

こども 障害児施設整備事業

環創 公園整備事業

資源 資源選別施設運営事業

資源 分別・リサイクル推進事業

資源 工場運営費

資源 粗大ごみ処理事業

建築 公共建築物長寿命化対策事業

資源 金沢工場溶融施設運営事業

消防 司令センター庁舎維持管理費

港湾 本牧ふ頭再整備事業

消防 消防車両購入費

教育 小中一貫校整備事業

教育 小中学校整備事業

減額分等　小計

一般会計　合計

整理補正　計
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　（１）　事業の執行見込等にあわせた整理補正 （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債
一般会計
繰入金

0 ▲ 1,600 0 0 0 1,600

1,244 5 0 1,190 0 48

▲ 113 0 0 271 0 ▲ 384

▲ 4,540 0 0 0 ▲ 4,540 0

▲ 2,070 0 0 0 ▲ 2,070 0

▲ 42 0 0 0 ▲ 42 0

▲ 320 0 0 0 0 ▲ 320

▲ 210 0 0 0 0 ▲ 210

158 0 0 158 0 0

4,638 0 0 339 0 4,299

▲ 1,255 ▲ 1,595 0 1,958 ▲ 6,652 5,034

　（１）　国の第２次補正等を踏まえた補正 （単位：百万円）

局名 補正額 国費 県費 その他 市債
一般会計
繰入金

2,529 650 0 ▲ 310 650 1,539

2,529 650 0 ▲ 310 650 1,539

特別会計

事業名
【会計名称】

健福 国民健康保険事業費会計

健福 後期高齢者医療事業費会計

健福 介護保険事業費会計

港湾
物流施設整備費貸付金
【港湾整備事業費会計】

港湾
山下ふ頭再開発事業
【港湾整備事業費会計】

港湾
客船施設整備費貸付金
【港湾整備事業費会計】

都整
金沢八景駅東口地区土地区画整理事業
【市街地開発事業費会計】

財政
公共用地先行取得事業費
【公共事業用地費会計】

都整
二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１期
地区土地区画整理事業
【市街地開発事業費会計】

財政 市債金会計

特別会計　合計

交通
建設改良費
【高速鉄道事業会計】

企業会計

事業名
【会計名称】

企業会計　合計
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２　債務負担行為設定総括表

（単位：百万円）

局名
(限度額)
事業費

国 県 その他 市債 一般財源

28,000 0 0 0 0 28,000

32,000 0 0 0 0 32,000

46,000 25,300 0 0 20,700 0

46,000 25,300 0 0 20,700 0

26,000 14,300 0 0 11,700 0

26,000 14,300 0 0 11,700 0

44,000 24,200 0 0 19,800 0

44,000 24,200 0 0 19,800 0

（単位：百万円）

局名 限度額 国 県 その他 市債
一般会計
繰入金

4,700 0 0 0 4,700 0

4,700 0 0 0 4,700 0

※各項目で四捨五入を行っているため、合計が一致しない場合があります。

一般会計

名称・設定期間

道路

H27～H30

H27～H36

補
正
前

補
正
後

市民

H29～H50

H29～H50
補
正
後

道路

H28～H30

H28～H31

補
正
前

補
正
後

道路

H29～H31

H29～H36

補
正
前

補
正
後

H29～H31

山下ふ頭再開発事業に伴う
建物移転補償契約の締結に
係る予算外義務負担
【港湾整備事業費会計】

補
正
前

特別会計

名称・設定期間
【会計名称】

港湾

H29～H30

補
正
後

横浜文化体育館の整備及び
施設維持管理等の実施に係
る予算外義務負担

高速横浜環状北西線シール
ドトンネル工事に関する協
定の締結に係る予算外義務
負担

高速横浜環状北西線設備工
事に関する協定の締結に係
る予算外義務負担

高速横浜環状北西線シール
ドトンネル工事請負契約の
締結に係る予算外義務負担

補
正
前
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28年度２月補正について　《繰越明許費：総括表》

１　繰越明許費補正（一般会計） （単位：百万円） （単位：百万円）

局名 事業名 設定額 局名 事業名 設定額

総務 地域防災拠点機能強化事業 27 都整 東神奈川一丁目地区市街地再開発事業 170

市民 社会保障・税番号制度対応事業 282 都整 新山下緑地一部法面保全整備事業 127

市民 区庁舎等耐震性強化事業 270 道路 共同溝管理事業 44

経済 工業技術支援センター事業 32 道路 自転車駐車場等整備事業 20

こども 児童福祉施設防犯対策強化事業 22 道路 道路特別整備事業　※ 3,361

健福 障害者グループホームＢ型設置運営助成事業 160 道路 街路整備事業　※ 10,875

健福 障害者施設防犯対策強化事業 8 道路 河川整備事業　※ 766

健福 特別養護老人ホーム整備事業 18 港湾 土木関係修繕事業（港湾施設維持費） 158

環創 公園整備事業　※ 1,006 港湾 新港９号客船バース等整備事業　※ 319

資源 資源化施設基幹改修事業 24 港湾 本牧ふ頭再整備事業 311

資源 工場補修事業 96 港湾 南本牧ふ頭第５ブロック処分場整備事業　※ 355

資源
南本牧廃棄物最終処分場第５ブロック排水処理
施設整備事業

196 港湾 港湾整備費負担金 994

都整 東横線跡地整備事業 53 消防 消防団器具置場建設事業 92

都整 神奈川東部方面線整備事業 221 消防 消防庁舎建設事業 70

都整 石川町駅南口バリアフリー整備事業 175 教育 稲荷前古墳群崖面整備事業 105

都整 鉄道駅可動式ホーム柵整備事業 38 教育 小中学校整備事業 220

都整 大船駅北第二地区市街地再開発事業　※ 105 教育 学校特別営繕事業 6,395

都整 金沢八景駅周辺整備事業　※ 217 都整
市街地開発事業費会計繰出金
（金沢八景駅東口地区土地区画整理事業）

320

都整 関内・関外地区活性化推進事業　※ 205 都整
市街地開発事業費会計繰出金　※
（二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１期
地区土地区画整理事業）

270

都整 エキサイトよこはま22推進事業　※ 723 環創
みどり保全創造事業費会計繰出金
（緑地保全制度による指定の拡大・市による買
取り事業）

2

都整 まちの不燃化推進事業 38 29,247

都整
新綱島駅周辺地区土地区画整理事業・市街地再
開発事業

301 ※12月補正設定額に繰越明許費を追加で設定

都整 ヨコハマポートサイド地区整備事業 56

設定額合計

資料４ 
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２　繰越明許費補正（特別会計） （単位：百万円）

局名
事業名

【会計名】
設定額

港湾
山下ふ頭再開発事業
【港湾整備事業費会計】

4,390

港湾
港湾施設整備費貸付金
【港湾整備事業費会計】

558

港湾
物流施設整備費貸付金
【港湾整備事業費会計】

810

都整
金沢八景駅東口地区土地区画整理事業
【市街地開発事業費会計】

320

都整
二ツ橋北部三ツ境下草柳線等沿道地区第１期地区
土地区画整理事業　※
【市街地開発事業費会計】

270

環創
市民協働による緑のまちづくり事業
【みどり保全創造事業費会計】

82

環創
緑地保全制度による指定の拡大・市による買取
り事業
【みどり保全創造事業費会計】

86

6,516

※12月補正設定額に繰越明許費を追加で設定

【会計別内訳】 （単位：百万円）

設定額

29,247

5,758

590

168

設定額合計

市 街 地 開 発 事 業 費 会 計

み ど り 保 全 創 造 事 業 費 会 計

会計名称

一 般 会 計

港 湾 整 備 事 業 費 会 計
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